
　　　　　　　

　

　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

国際医療福祉総合研究所長国際医療福祉総合研究所長
国際医療福祉大学大学院　教授国際医療福祉大学大学院　教授
　　　　　　　　武藤正樹　　　　　　　　武藤正樹

医療計画見直しと医療圏
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パート１
社会保障・税の一体改革と医療計画

　～２０２５年へ向けて、医療・介護のグランドデザインの
　　　　　　　　　　　　『正念場』が始まる～



社会保障・税一体改革（６月２６日）
• 6月26日に社会保障と税の

一体改革関連法案が衆院
本会議で賛成多数で可決
され、参院に送付された

• 現在5％の消費税率を14年
に8％、15年に10％に引き
上げることなどを盛り込ん
だ。

• その背景は・・・

団塊世代の高齢化と、激増
する社会保障給付費問題

2012年６月２６日、衆議院を通過





2025年
140兆円

ＧＤＰ対比
30％



社会保障関係費だけで国の
一般歳出の５３％を占めている



一般会計税収の推移

税収は
たったの40兆！



一般会計歳出

一般会計税収

４条公債発行額

特例公債発行額

21年度決算 22年度決算 23年度補正後 24年度当初

一般会計税収 ３８．７兆円 ４１．５兆円 ４２．０兆円 ４２．３兆円

公債発行額 ５２．０兆円 ４２．３兆円 ５５．８兆円 ４４．２兆円

一般会計基礎的財政収支 ▲３３．５兆円 ▲２２．８兆円 ▲３５．６兆円 ▲２２．３兆円

復興債発行額

（注１）平成22年度までは決算、23年度は4次補正後予算、24年度は政府案による。

（注２）平成２年度は、湾岸地域における平和回復活動を支援するための財源を調達するための臨時特別公債を約1.0兆円発行。

（注３）平成23年度は、東日本大震災からの復興のために平成23年度～平成27年度まで実施する施策に必要な財源について、復興特別税の収入等を活用して確保
することとし、

　　　これらの財源が入るまでの間のつなぎとして復興債を発行（平成23年度：11.6兆円）。

（注４）一般会計基礎的財政収支（プライマリー・バランス）は、「国債費－公債金」として簡便に計算したものであり、ＳＮＡベースの中央政府の基礎的財政収支とは異
なる。
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一般会計税収、歳出総額及び公債発行額の推移財政健全化の必要性②

○税収と公債発行額が
　 ４年連続で逆転
○公債依存度が過去最
高
  （４９．０％）※当初予算ベー

ス

　社会保障関係費の増加等により、歳出は増加傾向にあり、90兆円を超える規模となっています。一方、税収につ
いては、景気の低迷等を背景に、ピークの平成２年度の２／３程度の40兆円にまで落ち込んでおり、公債発行額を
下回るようになっています。この結果、歳出と税収の乖離は大きくなっており、グラフの形がまるで「ワニの口」のよう
になっています。
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我が国の財政は、毎年の多額の国債発行が積み重なり、
国際的にも歴史的にも最悪の水準にあります（太平洋戦争末期と同水準）。
欧州諸国のような財政危機の発生を防ぐために、
ＧＤＰ（返済の元手）との対比で債務残高が伸び続けないよう、収束させていくことが重要です
。

？

債務残高の国際比較（対ＧＤＰ比）

日本

イタリア

カナダ

米国

フランス

イギリス ドイツ

（出典）OECD“Economic Outlook 90”
（注）　国際比較のため、債務残高の値は国民経済計算の体系（SNA）に基づく一般政府ベースのものを使用して
おり、
　　　国及び地方の長期債務残高（利払・償還財源が主として税財源により賄われる長期債務）とは値が異なる。

財政健全化の必要性③政府債務残高の現状

（%）

（年度）

（1890） （1930） （1990）（1970）（1950）（1910） （2010）

我が国の政府債務残高の名目ＧＤＰ等に対する
推移

平

太
平
洋
戦
争

（出所）債務残高は「国債統計年報」（国債及び借入金現在高）等
　　　　  GDPは「日本長期統計総覧」「国民経済計算」等
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医療計画医療計画 医療計画医療計画

消費税は
2014年　８％

2015年　１０％へ

2013年 2018年

2023年医療法改
正



一般病床
１０７万床

機能分化し
て103万床

居住系施
設や外来・
在宅医療
は大幅増

社会保障・税の一体改革　　　医療・介護サービス提供体制の見直し

2011年度 2025年度



医療・介護の基盤整備・再編のための集中的・計画的な投資

療養病床
（23万床）

一般病床
（107万床）

【2011(H23)年】

介護療養病床

介護施設
（92万人分）

居住系サービス
（31万人分）

在宅サービス

高度急性期

　 一般急性期

　　亜急性期等

　長期療養

　介護施設

居住系サービス

在宅サービス

【2025(H37)年】

地
域
に
密
着
し
た
病
床
で
の
対
応

相
　
互
　
の
　
連
　
携
　
深
　
化

「施
設
」か
ら
「
地
域
」
へ
・
「医
療
」か
ら
「
介
護
」
へ

【取組の方向性】
○入院医療の機能分化・強化と連携
　　・急性期への医療資源集中投入
　　・亜急性期、慢性期医療の機能強化　　等

○地域包括ケア体制の整備
　　・在宅医療の充実
　　　  ・看取りを含め在宅医療を担う診療所等
             の機能強化
　　     ・訪問看護等の計画的整備　　等

　　・在宅介護の充実
　　  　・居住系サービスの充実・施設ユニット化
　　     ・ケアマネジメント機能の強化　　等

【患者・利用者の方々】
・ 病気になっても、職場や地域生活へ早期復
帰
・ 医療や介護が必要になっても、住み慣れた
地
　域での暮らしを継続

医療・介護の充実①医療・介護機能の再編（将来像）

　患者ニーズに応じた病院・病床機能の役割分担や、医療機関間、医療と介護の間の連
携強化を通じて、より効果的・効率的な医療・介護サービス提供体制を構築。

医療法等関連法を順次改正

２０１２年診療報酬・介護報酬の同時
改定を第一歩として取り組む
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社会保障と税一体改革と
医療計画との整合性は？

医療計画の作成指針によって、社会保障と税
一体改革のグランドデザインの描く医療提供

体制へと誘導する？



パート２
医療計画の見直し

2006年６月第５次医療法改正
地域医療計画の見直し



第５次医療法改正（2006年）
地域医療計画の見直し(2008年施行）

　疾病別・事業別の地域連携ネットワーク

1次医療

2次医療

3次医療

患者・住民

かかりつけ医 核となる
医療機関

医療機関
医療機関

医療機関

医療機関医療機関

医療機関

介護施設
介護施設

保健所

移行

日常医療圏
二次医療圏に近いが
疾患や地域に
よっては異なる

現在の医療計画の問題点
①患者の実際の受療行動と異なる
②疾病動向を勘案していない
③地域の医療機能に関係なく
　結果として大病院重視の階層構造

特殊な医療は都
道府県を越えた

対応が必要

これまでの医療計画の
考え方

＊４疾患（がん、脳卒中、糖尿病、急性心筋梗塞）と５事業（救急医療、災害医療
、へき地医療、周産期医、小児医療）別のネットワーク形成
　 

疾病



現行の医療計画～4疾患5事業～

• ４疾病
–①がん

–②脳卒中
–③急性心筋梗塞
–④糖尿病

• 5事業
–①救急医療

–②災害医療

–③へき地医療

–④周産期医療

–⑤小児医療

　 

地域連携クリティカルパスが連携ツールとして
地域医療計画作成指針に採用



2013年地域医療計画
次期見直し

地域医療計画は5年計画

2008年～2012年



医療計画見直しスケジュール（案）
2010年 　　　　　　2011年 2012年 2013年

厚
生
労
働
省

都
道
府
県

（10月～）
社会保障審議会医療部会

における議論

（12月～）
医療計画の見直し等に関する検討会

医療計画作成指針の改正案等について
議論

改正指針
等を都道府
県へ提示

医療計画

の策定
医療計画
の実施

2008年～2012年（医療計画の5年間）



医療計画見直し等検討会

• 伊藤 伸一 日本医療法人協会副会長 

• 尾形 裕也 九州大学大学院医学研究院教授 

• 神野 正博 全日本病院協会副会長 

• 齋藤 訓子 日本看護協会常任理事 

• 末永 裕之 日本病院会副会長 

• 鈴木 邦彦 日本医師会常任理事 

• 池主 憲夫 日本歯科医師会常務理事 

• 中沢 明紀 神奈川県保健福祉局保健医療部長 

• 長瀬 輝諠 日本精神科病院協会副会長 

• 伏見 清秀 東京医科歯科大学大学院教授 

• 布施 光彦 健康保険組合連合会副会長 

• ○武藤 正樹 国際医療福祉大学大学
院教授 

• 山本 信夫 日本薬剤師会副会長 

• 吉田 茂昭 青森県立中央病院長

第１回検討会
2010年12月17日



4疾患5事業の見直しの方向性

• ４疾病
–①がん

–②脳卒中
–③急性心筋梗塞
–④糖尿病

–⑤精神疾患

２次医療圏見直し

• 5事業
–①救急医療

–②災害医療

–③へき地医療

–④周産期医療

–⑤小児医療

–＊在宅医療構築
に係わる指針を
別途通知する

　 



医療計画見直しの方向性

• ①医療圏見直し

• ②数値指標の見直し

• ③精神疾患を５疾患目に追加

• ④医療従事者の確保に関する事項

• ⑤災害時における医療体制の見直し

• ⑥在宅医療に係わる医療体制の充実・強化



①医療圏見直し











新潟県における二次医療圏見直し
13圏域（1987年）→７圏域（2006年）









人口２０万人未満で、
流出率２０％以上、流入率20％未
満の医療圏を見直すことになった









2次医療圏見直しの影響

• 2次医療圏見直しは以下の事項に影響を与
える
–基準病床

–医療圏に関連した病院整備
• 地域医療支援病院

• がん診療連携拠点病院

• 災害拠点病院等

• 医療圏見直しは地域特性に配慮すべき



②医療計画における数値指標の設定

• 前回見直しより、5年間の計画期間内に達成
すべき数値指標を決めることになった

• 疾患別、事業別に達成すべき数値指標を設
定し、その達成度を住民を含む委員会等で
評価を行い、ＰＤＣＡサイクルを回すことにな
った。

• 今回のこの数値指標を整理した。
–必須指標

–推奨指標



































③精神科疾患を５疾患に追加

日本の精神医療の特殊性



OECD加盟国の人口1000人あたりの精神科病床数





社会保障審議会医療部会
（2011年7月6日）

• 医療計画の５疾患目に精神疾患を追加することで合意
– 精神疾患の患者数は323万人（2008年患者調査）

– ４疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病）のいずれより
も多い

– 自殺による死亡者数3.1万人（糖尿病死亡者数1.4万人より多
い）

• 委員からは積極的に支援する意見があいついだ
– 「精神疾患は社会全体で見守らなければならない」（高智英
太郎健保連理事）

– 「他の４疾病よりも地域連携が必要」（横倉義武日医副会長）







精神疾患が地域医療計画の
５疾患に加えられると・・・

• 精神科医療施設の診療機能の明示

• 地域医療計画における数値目標の
明示

• 地域連携クリテイカルパスの作成



認知症地域連携クリティカルパス

世田谷区もの忘れ連携パス









「精神科医療の機能分化と質の
向上等に関する検討会」

• 精神科病床の機能分
化と人員配置を検討
– 3ヶ月未満の急性期医

療

– 3か月～1年未満

–重度かつ慢性

– 1年以上の長期高齢者
入院 「精神科医療の機能分化と質の

向上等に関する検討会」［座長：武藤）
2012年4月19日厚労省







医療法施行規則
• 入院期間別の人員配置を医療法施行規則に書き込

めるのか？

• 精神保健福祉法に書き込んで、それを引用する？



④災害時における医療体制の
見直し



災害拠点病院の要件見直し

東北３県9医療圏が
被災した





東日本大震災を受け
災害拠点病院の５つの課題

• ①建物の耐震性

• ②災害時の通信手段の確保

• ③広域災害救急医療情報システム
（EMIS）

• ④ライフライン

• ⑤備蓄
• その他
–ヘリポート





岩手県立釜石病院も被災した
全床再開に向け、耐震補強工事を

急ピッチで進めた　
　　　　　　　　　

　　　岩手県立釜石病院

釜石病院の耐震化工事を説明する遠藤院長（左）



⑥在宅医療に係わる医療体制
の充実・強化



「在宅医療指針」

• 国立長寿医療研究センターが中心になって
取りまとめた「在宅医療体制構築に係る指針
案」を参考にする方針。
– 24時間365日、患者の生活の視点に立った多職
種連携医療の確保

–看取りまで行える医療のための連携体制

–認知症の在宅医療の推進

–介護との連携―などの観点から、各都道府県が
地域の実情に合わせて計画を策定すべき





在宅医療連携拠点事業

市町村ごとに2000拠点の設置をめざす！



医療介護の
情報の連携



新生在宅医療・介護元年
• 在宅医療連携拠点事業
– ①在宅チーム医療を担う人
材の育成

– ②実施拠点となる基盤の
整備

– ③個別の疾患などに対応
したサービスの充実・支援
－

• 2012年度を「新生在宅医
療・介護元年」として立ち
上げたい

• 在宅医療連携拠点事業
にはＩＣＴが必須！

　　　　大谷医政局長



パート３
医療計画の今後



医療計画への批判

• かけこみ増床
– １９８５年に医療計画が制定された当初、医療計

画策定後の病床規制をみこんで、２０万床もの増
床が起こった

• 既得権益の保護と自由な競争の阻害
–医療計画による病床規制の結果、既存の病床が
既得権益化され、新規の病院参入を阻んでいる

–医療計画は市場の自由な競争をはばんで、結果
的には医療サービスの質の低下をまねいている
のではないか？



医療計画への批判

• 医療計画が医療費抑制に与えた影響評価
–医療計画後にも医療費の伸びは止まらなかった

ところから、あまり効果はなかったとする意見

– しかし放置すればさらなる医療費増加を招いたと
いう意見

–結局は病床規制以外には有効な医療費増加の
歯止めは今のところ見当たらないとする意見など
がある



医療計画への積極評価

• 医療計画の効果
–医療計画策定後、それまで見られてい病床の増
加が止まっており、平均在院日数も短縮し、病床
あたりの取り扱い患者数も増加している

–病床不足地域では逆に病床が増えている。医療
計画は病床数の地域間格差是正にも役立ったと
いう意見もある。







医療計画の国際動向

• 世界保健機構（ＷＨＯ） が医療計画を推奨
–医療計画は１９６０年代より世界保健機構（ＷＨＯ）

が医療計画策定を推奨したこともあり、先進国でも
何らかの医療計画を立てている国は多い
• たとえば英国や北欧諸国のように国営医療が主体の国

は、医療計画は政府の保健医療分野における整備計画
そのものという国も多い。

–医療費抑制計画としての医療計画
• 一方、民間病院が多く、医療費抑制が課題となっている

国では規制のために医療計画を実施している国が多い
。



医療計画の国際動向

• 米国、フランス、ドイツ
– １９７０年代に病床や医療機器の適正配備と医療

費抑制のために医療計画を導入した
• 医療機器も規制の対象で、高額医療機器の整備計画

についても医療計画による許可申請が義務付けられ
ている。

• 日本は医療機器の適正配置計画は行っていない

– 1980年代の見直し（無意味となった医療計画）
• 1970年代に作られた医療計画も、１９８０年代に平均

在院日数の短縮による病床過剰現象目立ってくると、
医療計画による病床規制は次第に不要になってきた。



医療計画の国際動向

• 医療計画の廃止（米国の例）
– １９８０年代に医療計画を撤廃するところもではじめた

– 米国の医療計画
• １９７４年に国家医療計画資源開発法が制定されて、病院の新設
や増床、高額医療機器の導入にあっては病床必要証明
（Certicificate of Need:ＣＯＮ）を州政府から得ることが必要となっ
た

– 米国の医療計画の廃止
• １９８４年に診断群分類別包括支払い制度であるＤＲＧ／ＰＰＳが
導入されて、各病院の平均在院日数が大幅に短縮化し病床利用
率が低下し、病棟閉鎖や病院減少がおきた。

• ＣＯＮによる病床規制そのものが不要となってレーガン政権下の
１９８６年にはＣＯＮによる規制は撤廃される。



医療計画の国際動向

• 医療計画の見直し（欧州の例）
– ヨーロッパ諸国の近年の傾向としてはＤＲＧ分類
ごとに各医療機関の医療行為を把握して、それら
の情報に基づき医療計画の作成や見直しを行っ
ているところが多い。

–また医療計画も当初の量的規制から医療機関間
の連携、医療の質の保証などの質的側面に移行
しつつあり、量的規制としての医療計画は廃止の
方向で検討されている国が多い。



さて我が国では？
• 病床規制から医療連携へ
– 2008年医療計画見直しで医療連携が強調

• 病床規制としての医療計画の見直し
– 基準病床数の見直し

• 年齢階級別の入院率を盛り込んだ基準病床数の算定式は高齢
化が進む都市圏に病床不足地域をもたらしている。計算式の見
直し？

– 医療計画による病床規制の以前に、DPCによる平均在院
日数の短縮や医師・看護師不足によって空床が増加して
、実質的に医療計画は意味がなくなっている

• 医療計画は病床規制から地域医療の質保証計画
へ



　　　　　　　　　　

　　　　　　

　　　　　　　　まとめと提言

・医療費抑制計画から始まった医療計画も、いまや大幅な
見直しの時期

・医療計画は、病床規制計画から、地域医療における連携
や医療の質計画へと変質すべき

・同時に、社会保障と税一体改革の実行計画でもあるべき

・二次医療圏についても大都市圏の医療圏見直しが次の
課題となる

・
・



医療が変わるto2020

• 武藤正樹著

• 医学通信社　５月発売

• Ａ５判　３２０頁、２４００
円

• DPC/PDPS，地域連携，
P4P，臨床指
標，RBRVS，スキルミク
ス，etc

• 好評発売中



ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイ
トに公開しております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
　　gt2m-mtu@asahi-net.or.jp

国際医療福祉大学クリニックhttp://www.iuhw.ac.jp/clinic/
で月・木外来をしております。患者さんをご紹介ください

mailto:gt2m-mtu@asahi-net.or.jp
http://www.iuhw.ac.jp/clinic/
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